
１－６　育児や介護等を理由とする離職者に対する再就職支援

１．結婚又は出産・育児を理由に離職した若年女性の割合

（単位：人、％）

15 ～ 24　歳 25 ～ 34　歳 35 ～ 44　歳

転職就業者及び離職非就業者 151,000 451,300 275,400

うち、結婚のため 4,200 51,500 17,200

同　構成比 2.8 11.4 6.2

うち、出産・育児のため 3,500 70,700 45,800

同　構成比 2.3 15.7 16.6

転職就業者及び離職非就業者 130,000 391,300 291,100

うち、結婚のため 1,600 42,700 20,400

同　構成比 1.2 10.9 7.0

うち、出産・育児のため 6,500 66,300 52,500

同　構成比 5.0 16.9 18.0

転職就業者及び離職非就業者 123,600 363,700 291,000

うち、結婚のため 1,800 25,400 17,500

同　構成比 1.5 7.0 6.0

うち、出産・育児のため 3,500 49,700 55,500

同　構成比 2.8 13.7 19.1

転職就業者及び離職非就業者 145,300 356,900 273,500

うち、結婚のため - 12,200 7,900

同　構成比 - 3.4 2.9

うち、出産・育児のため 1,300 33,500 27,600

同　構成比 0.9 9.4 10.1
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付表1－6－1　結婚又は出産・育児を理由に離職した若年女性の割合（都・全国）
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（単位：人、％）

15 ～ 24　歳 25 ～ 34　歳 35 ～ 44　歳

離職非就業者 1,353,400 3,750,900 2,408,900

うち、結婚のため 90,000 551,100 129,900

同　構成比 6.6 14.7 5.4

うち、出産・育児のため 72,300 749,800 316,800

同　構成比 5.3 20.0 13.2

離職非就業者 1,080,700 3,133,800 2,509,800

うち、結婚のため 39,700 382,200 134,100

同　構成比 3.7 12.2 5.3

うち、出産・育児のため 80,300 737,600 410,500

同　構成比 7.4 23.5 16.4

転職就業者及び離職非就業者 990,300 2,651,000 2,351,700

うち、結婚のため 28,400 273,300 127,600

同　構成比 2.9 10.3 5.4

うち、出産・育児のため 63,000 541,000 374,400

同　構成比 6.4 20.4 15.9

転職就業者及び離職非就業者 950,600 2,401,700 2,036,900

うち、結婚のため 14,200 188,100 82,500

同　構成比 1.5 7.8 4.1

うち、出産・育児のため 28,000 342,800 271,900

同　構成比 2.9 14.3 13.3

資料：総務省「令和4年就業構造基本調査」
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２．介護を理由とする離職者と女性の割合

付表1－6－2　介護を理由とする離職者と女性割合の推移（全国）

（単位：千人）

男性 女性

平成24（2012）年 66.1 12.6 53.5 80.9

平成25（2013）年 93.4 22.8 70.6 75.6

平成26（2014）年 88.3 13.3 75.0 84.9

平成27（2015）年 90.1 23.3 66.7 74.0

平成28（2016）年 85.8 23.2 62.6 73.0

平成29（2017）年 92.9 35.8 57.1 61.5

平成30（2018）年 98.4 18.8 79.5 80.8

令和元（2019）年 100.2 20.4 79.8 79.6

令和2（2020）年 70.5 17.8 52.7 74.8

令和3（2021）年 95.2 24.0 71.2 74.8

令和4（2022）年 72.6 25.7 46.9 64.6

令和5（2023）年 73.1 17.0 56.0 76.6

令和6（2024）年 92.7 34.0 58.7 63.3

資料：厚生労働省「雇用動向調査」（令和6年）

合計
女性割合

（％）
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